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千代田運輸株式会社の株式の取得（子会社化）に関するお知らせ 
 

 

平成29年2月20日、当社は、協和発酵キリン株式会社グループの協和キリンプラス株式会社（東京都中野

区、以下「協和キリンプラス」）との間で、協和キリンプラスの物流子会社である千代田運輸株式会社（山口

県防府市、以下「千代田運輸」）株式（発行済株式の 100％）の取得に関し、株式譲渡契約を締結致しました

ので、お知らせ致します。 

 

１．株式取得の理由 

当社グループは、アパレル・食品・医薬品・医療機器などを中心に、物流センター事業（3PL 事業）、貨物

自動車運送業を主に展開しております。平成27年5月7日には、平成27年4月から開始した新中期経営計画

（新3カ年計画）を発表し、その中でも、 

 （1）3PL事業を軸とする事業展開 

  (2) 3PL事業とグループ会社の融合 

 （3）新規顧客獲得に向けた取組み 

を掲げ、物流センター事業（3PL事業）を中心に、物流業務の発展及び拡大を進めております。 

 

一方、千代田運輸はこれまで山口県と福岡県に拠点を置き、医薬品・食品・自動車関連を中心に3PL事業を

運営してきました。 

今回の株式取得によって、当社グループは千代田運輸が長年蓄積してきた物流サービスに伴うノウハウや同

社の取引先を新規顧客として獲得できます。さらに、新たに中国エリアでの拠点の拡充が可能となり、当社が

進める中期経営計画の方向に合致しております。 

また、当社グループが有する物流ノウハウを、千代田運輸がこれまで培ってきたノウハウと組み合わせるこ

とで、千代田運輸の既存のお客様にもさらに付加価値の高い物流サービスを提供することが可能となります。 

なお、本件取引に先立ち、協和発酵キリン株式会社のグループ会社の工場内作業に関する事業は、４月１日

に会社分割によって分離され、協和キリンプラスに承継される予定です。 

 

２．異動する会社（千代田運輸株式会社）の概要 

（1） 名 称 千代田運輸株式会社 

（2） 所 在 地 山口県防府市大字新田字築地2062-3 

（3） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長  平尾 修章 

（4） 主 な 事 業 内 容 一般区域貨物自動車運送事業、貨物利用運送事業、倉庫業 

（5） 資 本 金 15百万円 

（6） 設 立 年 月 日 1969年 12月 

（7） 大株主および持株比率 協和キリンプラス株式会社100.00％ 



 
 

 

３．株式取得の相手先の概要 

（1） 名 称 協和キリンプラス株式会社 

（2） 所 在 地 東京都中野区本町二丁目 46 番 1 号 中野坂上サンブライトツイン 

12F 

（3） 当 社 と の 関 係 当社との間に記載すべき資本関係、人的関係はございません。 

 

４．取得株式に係る議決権割合及び取得前後の議決権割合の状況 

（1） 異動前の議決権割合 0.0％ 

（2） 
取得株式に係る議決権

割 合 

100.0％ 

（3） 異動後の議決権割合 100.0％ 

 

５．日 程 

（1） 取 締 役 会 決 議 日 平成29年2月18日 

（2） 契 約 締 結 日 平成29年2月20日 

（3） 会 社 分 割 実 行 日 平成29年4月 1日（予定） 

（4） 株 式 譲 渡 実 行 日 平成29年4月 3日（予定） 

 

６．今後の影響 

当社の平成 29 年 3 月期の連結業績への影響は軽微であります。重大な影響を与えることが判明した場合に

は、速やかにお知らせいたします。 

 

以 上 

 

 

 

 

 

 

 

（8） 
当 社 と 当 該 会 社 

と の 間 の 関 係 

資 本 関 係

当社と当該会社との間には、記載すべき資本関係はあ

りません。また、当社の関係者及び関係会社と当該会

社及び関係会社の間には、特筆すべき資本関係はあり

ません。 

人 的 関 係

当社と当該会社との間には、記載すべき人的関係はあ

りません。また、当社の関係者及び関係会社と当該会

社及び関係会社の間には、特筆すべき人的関係はあり

ません。 

取 引 関 係

当社と当該会社との間には、記載すべき取引関係はあ

りません。また、当社の関係者及び関係会社と当該会

社及び関係会社の間には、特筆すべき取引関係はあり

ません。 


